
令和３年度 福島県ＴＰＰ販路拡大支援事業公募要領 

 

１ 概要 

福島県では、環太平洋パートナーシップ協定（以下「ＴＰＰ協定」という。）交渉参

加国（オーストラリア、ブルネイ・ダルサラーム、カナダ、チリ、日本、マレーシア、

メキシコ、ニュージーランド、ペルー、シンガポール及びベトナム）への販路拡大を促

進するため、日本以外のＴＰＰ協定交渉参加国で開催される工業製品関連の商談会や展

示会（一般消費者への販売を目的に開催されるものを除く。以下「商談会等」とい

う。）へ参加する県内の製造業者を営む中小企業者に対し、補助金交付事業を実施しま

す。 

本事業は、この要領に定めるもののほか、福島県補助金等の交付等に関する規則（昭

和４５年福島県規則第１０７号。以下「規則」という。）及びＴＰＰ販路拡大支援事業

補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）に基づき実施するものですので、各要綱

等を熟読の上、申請してください。 

 

２ 応募資格を有する者 

  応募資格を有する者（以下「補助対象者」という。）は、中小企業者※１であって、以下

のいずれにも該当するものとする。 

・総務省が定める日本標準産業分類(平成２６年４月１日施行)の大分類における製造業

を営む者。ただし、中分類における食料品製造業、飲料・たばこ・飼料製造業を除く。 

・福島県内に事務所又は事業所を有する者 

 ※１ 資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が３

００人以下の会社（中小企業基本法第 2条第 1項に掲げる者）  

※２ 県税に未納がある者は対象となりません。 

※３ 暴力団等と関係を有する者は対象となりません。 

 

３ 補助対象事業及び補助対象経費 

（１）補助対象事業 

補助の対象となる商談会等は、以下のいずれにも該当するものとします。 

・申請年度における商談会等で、補助対象者以外の者が開催するものであること 

・常設の商談会等でないこと 

・補助対象者が本事業と同様の趣旨で交付される国、県その他公共団体の補助金を受

けて出展する商談会等でないこと 

（２）補助対象経費 

補助対象経費は、補助対象事業に要する経費のうち、以下の経費とし、消費税及び地

方消費税を除いた金額とします。 



・出展料（小間代、又は小間代を含む基本装飾パッケージ料金） 

・通訳雇用費 

・出品物の輸送費（サンプル品や販促物品を対象とし、販売商品は対象外） 

 

４ 補助金の額 

上限額は３０万円とします。（ただし、予算の範囲内とする） 

 

５ 採択予定件数 

  予算の範囲内での採択となります。 

 

６ 補助対象期間 

  交付決定のあった日から令和４年３月３１日まで 

 

７ 申請方法等 

（１） 公募期間 

令和３年４月２１日（水）～令和３年１０月２９日（金）消印有効 

※ 申請の状況により早期に募集を終了する場合があります。 

（２）提出書類 

   補助対象者は、郵送又は持参により以下の書類を提出してください。 

・事業計画書（交付要綱第２号様式） 

・商談会等の内容を定めた資料 

・納税証明書（県税に未納がないことを証明するもの） 

・商業登記簿謄本、定款 

・暴力団等反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書 

・役員一覧 

※ サイズはすべてＡ４版とします。 

※ 各様式は福島県商工総務課のホームページからダウンロードしてください。 

（３）提出部数 

   各一部 

（４）提出先 

福島県商工労働部商工総務課（担当：紺野） 

   〒９６０－８６７０ 福島市杉妻町２－１６ 福島県庁西庁舎１２階 

   電話：０２４－５２１－７２７０ 

（５）その他 

   申請に係る経費は、全て申請者の負担となります。 

なお、提出された申請書等は返却しません。 



 

８ 審査 

申込受付順に書面審査を行います。必要に応じてヒアリング調査等を行います。 

審査結果（採択又は不採択）は書面にて通知します。 

    

９ 補助金の支払 

  補助の対象となる商談会等が終了した日から起算して３０日を経過した日又は令和４

年３月３１日のいずれか早い日までに提出のあった、以下の書類を確認した後に支払い

ます。 

・ＴＰＰ販路拡大支援事業補助金実績報告書（交付要綱第６号様式） 

  ・収支決算書（交付要綱第７号様式） 

  ・領収書の写し等補助対象経費を証する書類 

  ・出展の様子が分かる写真 

  なお、事業計画を変更しようとする場合や補助金の額に変更がある場合は、変更申請書

（交付要綱第４号様式）にて申請し、承認を受けてください。その場合、既に決定した交

付額が増額となる変更申請は原則として出来ません。 

 

10 留意事項 

  ・令和４年３月３１日までに支払が完了しない経費は対象外となります。 

  ・証憑書類等は原則として日本語のみ認めることとし、現地言語の場合は日本語に翻訳

した上で提出してください。 

  ・事業の実施上やむを得ず現地通貨で支払いをした場合、三菱東京ＵＦＪ銀行が発表す

るＴＴＳレート（支払日又は領収書発行日のもの、休業日の場合は最も近い営業日）

により、円貨に換算した証憑書類を提出してください。 

  ・１社当たり、１回限りの補助となります。 

・企業名、補助金額、補助事業の内容及び成果等を公表します。 

 

11 問い合わせ先 

  〒９６０－８６７０ 福島県福島市杉妻町２－１６ 

福島県商工労働部商工総務課（担当：紺野） 

電話：０２４－５２１－７２７０ ＦＡＸ：０２４－５２１－７９３０ 

電子メール：syokosomu@pref.fukushima.lg.jp  

 

附 則 

この要領は、令和３年４月２１日から施行する。 


